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１．はじめに

　在来線においては、旅客のﾆｰｽﾞに対応すべく、高速化とさらなる乗り心地の向上を重視した軌道管理を、

今まで以上に重点的かつ効率的に実施していく必要がある。そこで、その一つの対策として、今回はMTTに

よる軌道整備の効果的な実施方法に着目した。軌道整備を効果的に実施するには、軌道状態がどの程度にな

った時点で整備を実施するかの判断が重要になるが、現状の整備基準である規定上の整備基準値と整備目標

値は軌道における｢点｣に対する基準であり、｢区間｣を対象にしたMTT作業に適しているとは言い難い。また、

｢区間｣に対する指標としてはP値が挙げられるが、乗り心地等を考慮した P値に対する明確な基準は定めら

れていない。そこで、MTT 作業を対象とした軌道整備の実施基準を算定し、その基準を用いた効果的な軌道

管理手法について検討した結果を以下に示す。なお、今回は管理指標として高低狂い500m ﾛｯﾄ標準偏差を採

用し、JR東海在来線における軌道・電気総合試験車｢ﾄﾞｸﾀｰ東海｣によるﾃﾞｰﾀを用いて検討を実施した。

２．軌道整備の実施基準の算定

２．１．乗心地を考慮に入れた管理基準

(1)上下動揺の乗心地許容値

　図-1 に｢ﾄﾞｸﾀｰ東海｣の上下振動の周波数特性を示す。図-1 よりﾄﾞｸﾀｰ

東海の上下振動の卓越周波数は 0.0563(1/m)×25.32(m/sec)＝1.5Hz と

なる。これを図-2の乗り心地区分に当ては

めると、最も乗り心地の良い領域①との交

点は 0.13g（片振幅）となり、これを上下

動揺の乗り心地許容値とした。

(2)高低狂い 500m ﾛｯﾄσの管理値

　 図-3は、各 500m ﾛｯﾄの高低狂いの標準偏

差と、同一区間中の上下動揺最大値（片振

幅）の関係を表している。これより両者は

直線で近似できることが分かる。しかし、

検測速度によって動揺値は変わるので、乗

心地を考慮に入れた管理基準を決定するた

めには、上下動揺加速度を線区最高列車速

度まで速度補正する必要がある。

  図-4 は同一箇所における検測速度と上

下動揺の関係を表している。これより両者は直線で近似でき、本論文

での速度補正は、式(1)を用いて算出した。

※ 式(1)＝上下動揺（V）＝上下動揺（V0）＋0.0006×（V-V0）

                                                             V0：各ﾃﾞｰﾀの検測速度　　V：換算速度

ｷｰﾜｰﾄﾞ：高低狂い、上下動揺加速度、標準偏差、軌道狂い進み、軌道管理手法

連絡先：〒453-8520  名古屋市中村区名駅 1‐3‐4  東海旅客鉄道（株）  東海鉄道事業本部工務部保線課
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（平均速度91.152Km/h）
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図‐1　ﾄﾞｸﾀｰ東海の上下振動の周波数特性

図‐３　上下動揺の最大値と標準偏差の関係

図‐4　速度と上下動揺の関係

図‐２　乗心地限度

図‐5　上下動揺の最大値と標準偏差の関係



図-5は図-3の上下動揺最大値を式(1)で 120km/hへ速度補正したものである。

ここで、より適切な管理値を算定するために式(2)に示す回帰式＋2σを用いると、0.13g に対応する高低狂

い500mσは 3.3mmとなる。

※ 式(2)＝上下動揺最大値（V=120km/h）＝0.0316×高低狂い 500m ﾛｯﾄσ＋0.024543

２．２．規定上の整備値を考慮に入れた管理基準

　図-6は、各 500m ﾛｯﾄの高低狂いの標準偏差と、同一区間中の最大値の

関係を表している。これより両者は直線で近似できることが分かる。こ

こで、より適切な管理値を算定するために式(3)に示す回帰式＋2σを用

いると、列車速度が 120km/h以上の線区における整備基準値23mmに対応

する高低狂い 500mσは4.4mm、整備目標値13mmに対応する高低狂い500m

σは 2.2mmとなる。

　　※式(3)＝高低狂い最大値＝4.6536×高低狂い 500m ﾛｯﾄσ＋2.6438

２．３．高低狂い 500m ﾛｯﾄσ管理値の設定

　以上の結果から、整備目標値13mmと上下動揺0.13g に対応する値を採用し、マルタイ作業を対象とした高

低狂い500m ﾛｯﾄσの管理値を 2.2～3.2mmとした。3.3mmは管理値の幅が切りの良い1mmとなるように 3.2mm

へと安全側に修正した。なお、線区最高列車速度の異なる他の線区についても、同様の手順で軌道整備の実

施基準が設定できる。

３．高低狂い 500m ﾛｯﾄσの時間変化

　高低狂い 500m ﾛｯﾄσの軌道整備実施前後の推移を、28 箇所の試験区間で 2 年間に渡り調査した結果の一

例を図-7に示す。これより、直線的に増加した標準偏差は、軌道整備により低減し、作業後は作業前よりも

緩やかに増加していくことが明らかとなった。なお、近似直線の相関係数は平均で0.91であった。

　ここで、過去のデータから予め各区間の軌道狂い進みの近似式を設定しておけば、上記で定めた高低狂い

500　m ﾛｯﾄσ管理値を用いて、マルタイ作業の実施時期を事前に算定する事が出来る。

　例えば、図-7の場合、近似式のYに管理値2.2mm及び 3.2mmを

代入すると、この区間の軌道整備実施時期は3～17ヶ月後と算出

される。また、各区間の管理値に到達する時期や一定期間後の軌

道状態を比較する事により、マルタイ作業の優先順位を精査する

事も可能となる。

　現在、上記の考え方を基本にしたマルタイ作業の計画業務を支

援するための試作システムを作成し、システムの構成や運用方法

の精査を目的に、モデル区によるモニターを実施している。

４．今後の課題

　　本論文において、高低狂い500m ﾛｯﾄσ管理基準を設定する手法を確立できた。また、高低軌道狂い進みを

高低狂い500ｍﾛｯﾄσの時間的推移で表した場合、直線的に近似できることが分かった。今後はさらに検討を

深度化し、管理基準設定手法の信頼性向上、標準偏差を用いた軌道狂い進み予測管理手法及びマルタイ作業

の計画業務支援システムの構築まで視野に入れ、研究を進めていきたい。

y = 4.6536x
R2 = 0.7009

0

5

10

15

20

25

0 1 2 3 4 5
高低狂い500ｍﾛｯﾄσ

高
低

狂
い

最
大

値

y=4.6536x+2.6438

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

2.8

3.0

3.2

3.4

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

時間（月）

高
低

狂
い

50
0m

σ
（m

m
） MTT実

施

ｙ＝0.0713ｘ＋1.9828

R
２
＝0.8969

図‐６　高低狂いの最大値と標準偏差の関係

図‐７　高低狂い標準偏差の時間推移
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